
令和４年(2022 年)５月 26 日  

滋 病 経 第 4 2 1 号  

 

滋賀県立病院経営協議会 

会長 冨永 芳德  様 

 

滋賀県病院事業庁長 正木 隆義 

 

滋賀県立病院の経営形態のあり方について（諮問） 

 

総合病院、小児保健医療センター、精神医療センターの県立３病院では、長年

にわたり、県民の命を守り健康を支える拠点として、高度な医療の提供を行うと

ともに、一般の医療機関では対応が難しい政策医療や不採算医療を担い、三次保

健医療圏を対象とした拠点病院としての役割も果たしてきました。 

また、地方公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)を全部適用した平成 18 年度

以降は、企業体としての自主性・自律性を発揮しながら、より効率的・効果的な

病院経営にも取り組んできたところです。 

一方、新型コロナウイルス感染症という未曽有の事態を経験する中で、県民の

医療に対する関心やニーズは確実に高まっており、県立病院の果たすべき役割

についても、あらためて問われているものと考えます。 

また、今後とも、県立病院に対する県民の高い期待に応えていくためには、人

口減少や少子高齢化の急速な進展に伴う医療需要の変化や、医療の高度化とい

った経営環境の急激な変化等に柔軟かつ適切に対応できる経営のあり方につい

てもしっかり考えていく必要があります。 

令和７年１月には、総合病院と小児保健医療センターの統合も予定している

ところであり、今後、さらなる医療機能の充実と経営の安定化の両立を図る上で、

望ましい経営形態のあり方について、貴協議会の意見を求めます。 

資料２ 


